
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

○利用者延べ人員　13,644人（過去５年間の平均入居率を基に設定）

724,711

H29

（当初） （決算） （当初）

軽費老人ホーム事務費補助金

施策展開

738,462

13,644 13,235 未達成利用者延べ人員

Ｈ28
H29

目標

H27末

目標

-

成果 達成状況

合計

成果目標の達成状況

737,922

738,462 737,922

合計（A) 737,883

13,246

29年度

当初予算 737,883

成果目標・

事業内容

補正予算

区　　分（単位：千円） 27年度 28年度28年度28年度28年度

補助金

・入所者の収入に応じて減免した事務費分を補助

（29施設、利用者延べ人員13,235人）

738,462 724,711 737,922

13,157

（単位：千円）　

項目 実施方法 H28事業実績

H28

項目 H26末

事業番号 05 07 05 事業改善シート （28年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 軽費老人ホーム事務費補助金軽費老人ホーム事務費補助金軽費老人ホーム事務費補助金軽費老人ホーム事務費補助金
担

当

課

部局 健康福祉部

課・局・室 介護支援課

　１　高齢者福祉の推進 実施期間 S55 ～

県が関与

する理由

県関与の必要性あり

【左記の説明、根拠法令等】

低所得者対策として事業実施の必要性が高い。

長野県軽費老人ホーム事務費補助金交付要綱

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail kaigo-shien@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

６－２　いきいきと安心して暮らせる社会づくり

目指す姿

現状

（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

人口定着・

確かな暮ら

し実現総

合戦略

信州創生の基本方針

○補助対象施設　29施設（Ａ型3施設、ケアハウス26施設、定員1,157人）　→注：H28.10.31付で、１施設（ケアハウス・８人）廃止

○入所者から徴収すべき事務費の一部を入所者の収入に応じて減免した施設に対して、低所得者の負担軽減及び施設経営の安定化の

ために引き続き補助を行っていく必要がある。

軽費老人ホームに事務費を補助することにより、家庭環境や住宅事情等の理由で居宅において生活することが困難な低所得の高齢者が

低額な料金で入居できるようにする。また、低所得者向けの施設を運営する社会福祉法人等の経営の安定化を図る。

Aの

財源

738,462 737,922

0 0 0

737,883 738,462 737,922

前年度繰越

概　算

人件費

0.30 0.30 0.30

2,483

722,332 724,711

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

　高齢者の多様な生活の場として必要な施設であり、低所得高齢者の自己負担を軽減し、施設で安心して生活を送ることができるよう、引

き続き支援していく。

目標に対

する成果

の状況

　高齢者向けの住まいや利用者のニーズも多様化しているため、利用者の延べ人員は目標数値に達しなかったが、対象施設である29施

設すべてに補助することにより、多くの低所得高齢者に低額な料金で入居できる生活の場を提供することができた。

 概算事業費（B（A）+C） 724,815 727,085 740,296

2,374 2,374
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額


